
                                        

2025 年 2 月 28 日 

「レジリエンス・ライン」（大規模地震発生時における条件付融資）の実行について 

～事業継続計画（BCP）支援の取り組み～ 

 常陽銀行(頭取 秋野 哲也)は、このたび事業継続計画（BCP）支援の一環として、14 社の

お取引先企業に「レジリエンス・ライン」（大規模地震発生時における条件付融資）を実行

しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 本商品は、融資期間中に大規模地震が発生した場合、新たな融資を実行し一定期間のうちに

その元本を免除することにより、地震発生後におけるお客さまの事業継続および早期復旧を

サポートする条件付融資です。 

事業者さまにおいては、取引先等から持続可能な事業運営が期待されるなか、大規模地震が

発生した場合でも、事業を中断させない、または中断しても可能な限り短い期間で復旧させる

ことが求められ、とりわけ事業継続にあたっての資金の備えは重要といえます。 

当行は、本商品を通じて、事業者さまの大規模地震による財務への影響を最小限にとどめると

ともに、今後とも地域社会・地域経済の発展に貢献してまいります。 

記 

【本融資ご利用企業】（ご了承いただいた企業のみ掲載しています。店番順） 

企業名 所在地 事業内容 

有限会社大徳産業 福島県いわき市平字九品寺町5番地2 不動産業・太陽光発電業 

株式会社日工あかね工業 東京都台東区上野五丁目16番16号天美ビル5階 鋼構造物工事業 

株式会社センチュリーテクノコア 東京都中央区日本橋浜町二丁目22番3号 紳士・婦人服製造業 

株式会社関東エルエンジニアリング 茨城県龍ケ崎市佐貫三丁目14番9号 建設業 

有限会社スクラム 茨城県龍ケ崎市松葉四丁目10番地13 解体工事業 

ＳＡＮＫＯ株式会社 茨城県笠間市鯉渕6526番地97 光学機器販売業 

創ビッグ株式会社 茨城県稲敷郡阿見町青宿412番地5 内装工事業 

株式会社白井商事 埼玉県さいたま市南区南浦和二丁目36番9号 不動産売買業・不動産賃貸業 

株式会社アスリート 東京都渋谷区広尾一丁目1番39号 不動産売買業・不動産賃貸業 

株式会社ランドプラザ 埼玉県さいたま市浦和区木崎五丁目34番32号 木造建築工事業 

株式会社アルファー企画 埼玉県川口市並木二丁目34番地8 一般管工事業 

武蔵コミュニティー株式会社 埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目7番地5 不動産管理業 

【融資実績累計】 

ご利用社数 ご利用金額 

38 社 25 億円 



                                        

「レジリエンス・ライン」（大規模地震発生時における条件付融資）について 

 

１．特徴 

（1）融資（以下「融資 A」という）利用中に、お客さまが指定した震度観測点において、

震度 6 強以上の地震が発生した場合、融資 A 当初お借入額の 20%の金額にて新たな

融資（以下「融資 B」という）を実行し、当該融資 B の元本について一定期間経過

後に免除いたします（融資 B の実行および元本免除は１度のみとなります）。 

（2）融資 B の実行にあたっては、実損害のエビデンス等は必要なく、地震発生後約１カ月

でお客さまの当行指定口座にご入金いたします（当該ご融資金につきましては、当面の

事業継続・早期復旧のためのご資金として利用可能です）。 

（3）融資 B の元本免除は実行日より約 1 カ月半以内に行います。これにより元本免除益が

計上され、大規模地震発生に伴う財務悪化に対する補填・緩和が可能となります。 

 

２．概要 

※本商品名の「レジリエンス」は、日本語で「復元力・回復力」を意味し、お客さまの「災害を
乗り越える力」を資金面から支援するという思いを込めています。 

    

３．取扱店 

当行本支店 

※一部お取扱いできない店舗があります。 

 

 

 

 

 

震度観測点 

水戸市・土浦市・鹿嶋市・ひたちなか市・坂東市・筑西市・東京都千代田区・

郡山市・福島市・いわき市・宇都宮市・さいたま市浦和区・久喜市・千葉市

中央区・仙台市宮城野区 

【融資Ａ】 

資 金 使 途 事業性資金 

ご融資金額 3 千万円以上 2 億円以内 

ご融資期間 5 年 

ご返済方法 元金均等返済 

ご融資利率 当行所定の金利（固定金利） 

【融資Ｂ】 

資金使途 当面の事業継続資金 

ご融資金額 融資 A 当初お借入額の 20% 

  

（別紙） 



                                        

＜商品のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 

該当する地震が起きなかった場合は 

融資 Bの実行はいたしません 

 

 

地震が発生しなかった場合 地震が発生した場合 

大大規規模模地地震震発発生生 

融融資資 AA 

融融資資 BB 
当面の事業資金として 

ご利用いただきます 

元元金金均均等等返返済済 元元金金均均等等返返済済 

55 年年間間 実行 元本免除 

融資 A当初お借入額の 20％ 
 

元本免除益に計上 
※貴社の公認会計士・税理士等に
ご相談ください。 

融資 Aは期日まで 

ご利用いただきます 

 


